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医師の働き方改革の今後の方向性について
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資料３

➢ 「医師の働き方改革の推進に関する検討会中間とりまとめ」（令和２年12月22
日）及び「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関
する検討会議論の整理」（令和２年12月23日）において今後の方向性が示された。
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医療審議会の意見聴取（Ｂ・連携Ｂ）
※地対協・地域医療構想調整会議等におけ
る議論との整合性

医療審議会・地域医療対策協議会
の意見聴取（Ｃ）

厚生労働省資料を加筆修正
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厚生労働省資料を加筆修正

地域医療確保暫定特例水準 集中的技能向上水準
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厚生労働省資料
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厚生労働省資料



医師労働時間短縮計画策定ガイドライン（案）
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１ 趣旨

➢ 計画は、報告書において、実際に医師の労働時間を短縮していくために、医療機関内で取り組める事項について作成し、ＰＤＣＡ
サイクルによる取組を進めていくためのものと整理

➢ 医療機関において計画的に労働時間短縮に向けた取組が進められるよう、計画には労働時間の短縮に関する目標及び実績並びに労
働時間短縮に向けた取組状況を記載し、これに基づきＰＤＣＡサイクルの中で、毎年自己評価を行うこととなる。さらに、Ｂ・Ｃ
水準の医療機関の指定の際に、労働時間の状況等を確認するほか、評価機能が行う労働時間及びその短縮に向けた様々な取組に対
する評価をする際にも用いられる

➢ 年間の時間外・休日労働時間数が960 時間を超える医師の勤務する医療機関については、計画の策定が求められる。具体的には、
令和３年度中に係る36 協定の届出を行った医療機関のうち、年間の時間外・休日労働時間数が960 時間を超える36 協定を締結す
る医療機関又は副業・兼業先の労働時間を通算すると予定される年間の時間外・休日労働時間数が960 時間を超える医師が勤務す
る医療機関は、令和３年10 月から令和４年９月末まで（Ｐ）に計画を策定し、策定後、医療機関が所在する都道府県に提出する必
要がある（その後、毎年、定期的に実績を踏まえて必要な見直しを行い、毎年、都道府県に提出する。）。

➢ 今後Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の指定を受ける予定のない医療機関であっても、令和２年度から令和５年度までの間で、時間外・休日労
働の時間数が960 時間を超える医師が勤務する医療機関であれば、計画の策定義務対象医療機関に含まれることに留意する必要が
ある。

２ 策定義務対象医療機関

医師の働き方改革の推進に関する検討会中間取りまとめ（抜粋）

６－１ 必須記載事項

①労働時間数、②労務管理・健康管理、③意識改革・啓発、④策定プロセス

６－２ 任意記載事項

（１）タスク・シフト／シェア（①職種に関わりなく特に推進するもの ②職種毎に推進するもの（助産師、看護師、薬剤師等））、
（２）医師の業務の見直し、（３）その他の勤務環境改善、（４）副業・兼業を行う医師の労働時間管理

７ 評価機能による評価における計画の位置付け

➢ Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の医療機関が県の指定をうける場合、評価機能による評価の受審が必要であり、評価結果を踏まえ、県が指定
（地域医療対策協議会で具体的な協議を行い、医療審議会で意見聴取）
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厚生労働省資料を加筆修正

法制化作業
国会審議



医師の働き方改革に関する今後の方向性に関する留意点
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①Ｃ水準〔集中的技能向上水準〕に該当する可能性のある医療機関

○臨床研修医や専門研修プログラムに参加する専攻医が診療を行う医療機関（Ｃ－１水準）

例）臨床研修に関する病院（基幹型臨床研修病院・協力型臨床研修病院・協力施設）、専門研修プログラム基幹・連携施設等

○医籍登録後６年目以降の者で先進的な手術方法など高度な技能を有する医師を育成する医療機関（Ｃ－２水準）

※高度な技能を有することが公益上必要な分野とされるのは、三次医療圏単位又はより高幾で医療することにより、我が国の医療水
準の維持発展を図る必要がある分野であって、そのための技能を一定の期間、集中的に修練する必要がある分野

②Ｂ・連携Ｂ水準〔地域医療確保暫定特例水準〕に該当する可能性のある医療機関

○地域医療の観点からやむなく長時間労働となる医療機関（Ｂ水準）

例１）周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している医療機関

例２）脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある医療機関

○医師の派遣を通じて地域の医療提供体制を担う医療機関（連携Ｂ水準）

例）大学病院、地域医療支援病院等

③法改正への対応が遅れている医療機関

➢ 労働時間管理が適切であることが大前提
・出退勤管理、研鑽、宿日直の適切な取り扱いが必要
・「副業・兼業」の場合の労働時間管理についても留意する必要

➢ 指定に当たって必要となる計画策定は、労働時間管理が適切であることが前提であり、下記の医療機関について
は特に注意が必要が要することから、個別医療機関の労働時間管理の状況等について実情の把握を進めることと
し、個別に各病院の担当医師・職員へのヒアリングを実施しており、引き続きご協力いただきたい。

前回地対協から修正

✓ 「副業・兼業」や派遣関係にある医療機関も、
今後の動向について注視が必要



佐賀県医療勤務環境改善支援センターについて

9

➢ 労働時間に関する質問についても、佐賀県勤務環境改善支援センター（佐賀県医師会に委託）にお問い合わせくだ
さい。佐賀県社会保険労務士会や佐賀労働局等と連携して対応いたします。
※ 医療勤務環境改善支援センターは、医療法に基づき都道府県に設置されているもの


